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（ア）信仰の自由に関する訴訟について，事例①R. v. Big M Drug Mart Ltd 19）
および事例②R. v. Edwards Books and Art Ltd. 20）は，日曜日休業法の是非が問わ
れたものであり，同法による規制が日曜日以外を信奉する者の信仰の自由を脅
かすことの是非が問われたものである。公共の場（学校・議会など）の場での
宗教的慣習の強要として争われた事例③Zylberberg v. Sudbury 21），事例④









































事例②R. v. Edwards Books and Art Ltd.では，当該法規を1867年憲法92条（13）で
規定される州議会の専属的立法権限に属する経済規制法として分析がなされ
































事例）であるのかという点にある。事例①R. v. Big M Drug Martは訴訟申立人
が会社であることが，この点に関してより一層不明確にさせている37）。一方，
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おわりに
日本やアメリカで行われている人権保障では，諸個人の差異をなくすことを
平等と捉えるために，諸個人の持つ民族的・文化的属性の保障を国家に求める
ことは非常に難しいことである。しかし，カナダの場合，憲法典において多文
化主義を憲法上の価値として規定することで，諸個人の文化的多様性を公の場
面において認めるだけでなく，この文化的多様性を維持し発展するように配慮
する義務が国家にあることを示したものといえるだろう。
カナダ型の多文化主義の特徴である1982年憲法27条〔多文化主義〕とは，
特定の少数派集団を保護するというような集団性そのものの保障に焦点を当て
るものではなく，むしろ，諸個人にとって根源的なレベルである，アイデンテ
ィティを形成する基盤となる「文化」へのアクセスを諸個人に保障することに
あるように思われる。27条を介在させて憲章上の権利および自由を解釈する
ことによって，諸個人の差異を適切に承認した実質的な保障を可能にしている
のではないだろうか。その意味では，カナダは文化的多様性の保障を諸個人の
普遍的人権の実質化として読み込むことによって，従来の人権保障とも親和的
なものへと転換しているといえるだろう。他方，憲法の構造上からも，27条
の存在意義を指摘することができる。27条が存在することは，憲法上の特権
は付与されていないが普遍的人権だけでは自らの民族的・文化的属性を保障す
るには十分ではない人々の拠り所として機能することになる。この条項が存在
することによって，憲法がきわめて安定した構造になると言えるのではないだ
ろうか。
本稿では憲法学の視点からカナダの多文化主義について概観してきた。権利
の普遍性を前提とする憲法学からみると，諸個人の民族的・文化的属性に応じ
て具現化される権利内容に違いが生じることを認める多文化主義は，受け入れ
にくいものとして感じられる。しかし，カナダは，多文化主義のもとで諸個人
の具現化される権利内容に違いが生じていても，それを当然のこととして許容
する社会といえる。換言するならば，カナダが国民の同質性を前提とするので
はなく，むしろ具体的な存在としての国民を前提として，どこまでの特殊性が
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認められるかについて，政治対話や司法審査を通じて絶えずバランスを取って
いる社会ということができるのではないだろうか。その意味では，差異をなく
して平等を実現する普遍主義に対して，多文化主義における新しい権利保障の
あり方を提示しているといえるだろう。このような権利保障のスタイルは，カ
ナダだけにとどまるものなのだろうか。それとも，文化的・民族的多様性とい
う問題を抱える他の国家にも適用できる手法なのだろうか。まさにその点を検
討することが，カナダ憲法を研究する私にとって今後の残された課題である。
（きくち・ひろし＝本学大学院法学研究科博士課程後期修了，博士（法学），
岩手大学教育学部准教授）
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